格差社会　教育格差を中心に　　１０月２２日発表予定
・親の所得水準と子供の学力への影響












「貧乏な家庭の子弟は十分な教育を受けられないから貧乏に、裕福な家庭の子弟は十分な教育を受けられるから高収入を得やすい。だから、貧困撲滅を最優先すべきだ」サムエル・ボールズ

今後の課題…

奨学金制度の見直し　などで対応を考える。

参考資料　朝日新聞、日本経済新聞、ベネッセなど。
全国学力テスト追加分析調査　2008年度


対象　政令市の公立小計100校対象。６年生8093人のうち5847人の児童保護者が回答。


お茶の水女子大学より





世帯年収と子どもの学力との関係を示したもの。これを見ると、年収が高い世帯の子どもほど正答率は高い。具体的には、年収1200万円以上の家庭で国語、算数の正答率が平均より８ポイント以上高い。200万円未満は平均より１０ポイント以上低い。また、学習塾や通信教育など学校外教育支出が多い家庭ほど正答率が高いことも判明した。





学校外教育に対する支出「３万円」を境にして、得点の差が大きく出ている。これは、3万円未満では通信教育や補習塾で勉強している児童が多く、3万円以上では試験対策を重視した進学塾に通っている児童が多いためだと考えられている。世帯所得では、年収800万円を境に学力点に差が顕著に表れている。





「家庭学習」には、塾や予備校での学習時間が含まれていない。にも関わらず、所得との相関関係が見られるのは、塾など効率的な勉強の仕方を学んだり、質の良い教材が提供されているからかもしれない。





関東の大都市近郊の人口25万都市の小学6年生の児童（回収数1,164）と保護者（回収数298）を対象に行った調査のデータ。2008年。ベネッセから





学校外教育支出と子どもの学力との関係を示したもの。学校外教育支出が多い世帯ほど正答率が高いことが読み取れる。「支出が全くない」と「5 万円以上」の正答率の差は、国語A で25.0 ポイント、国語B で24.7 ポイント、算数A で22.7 ポイント、算数B で26.8 ポイントとなっている。





全国学力テスト追加分析調査　2008年度


対象　政令市の公立小計100校対象。６年生8093人のうち5847人の児童保護者が回答。お茶の水女子大学より





親の収入によって、学力格差は存在していることが様々な資料から証明された。もちろん、これには、遺伝の問題があるという論文も発表されていたり、日本が子供の学力などの調査が他国と比較して遅れているため、資料が全てを物語っているかと言うとそうではないと考えられる。つまり、格差の要因は収入だけによって起こっていると言っているわけではないこともふれておきたい。しかし、１つの要因として収入が関わってきているのは事実である。また、この問題は今後の対応によって改善の余地が十分にあるはずだ。もしこのまま、格差が拡大していくのであれば、日本の将来（人的資本論などから）にとって負の影響を及ぼすことになるだろう。そこで、次章からは、奨学金制度などを中心に改善、対応策を考えていきたい。





親の社会経済階級と学力の図





世帯収入と児童学力の関係の図





学校外教育費支出と学力の図





世帯年収と学力の図





家庭学習時間別世帯所得算数学力平均値の図





学校外教育費支出と学力の関係の図








